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音更町十勝川温泉地区デザイン街路灯 LED 化業務公募型プロポーザル実施要領

１ 目的

音更町は、令和４年３月に「ゼロカーボンシティ」を宣言、令和５年３月には「音

更町地球温暖化対策実行計画（第４次事務事業編）」を策定し、2050 年までに温室効

果ガス排出量の実質ゼロを目指して、町民や事業者との協働を通じた地域全体での脱

炭素化に向けた取組を展開している。

本業務は、こうしたゼロカーボン推進施策の一環として、公共施設の省エネルギー

化を図るため、音更町が所有する十勝川温泉デザイン街路灯の LED 化を実施するもの

である。

民間企業のノウハウ、資金及び技術力を活用したリース方式により、既存の高圧ナ

トリウムランプから、省エネルギーかつ長寿命の LED ランプへの更新を行うものと

し、調査、施工、維持管理等に関する提案を受け、町にとって最も効果をもたらすと

考えられる提案者を公募型プロポーザル方式により選定するために必要な事項を本

要領にて定める。

審査の結果、最も優れた提案を行った提案者を優先交渉権者として、町と事業契約

に向けた協議を行い、合意に至った場合、業務に係る契約を締結し、業務を実施する

ことを目的とする。

２ 業務概要

（１）業務名称

音更町十勝川温泉地区デザイン街路灯 LED 化業務（以下「本業務」という。）

（２）業務期間

ア 街路灯 LED 化施工期間：契約締結日から令和７年 10 月 31 日まで

イ リース期間：令和７年 11 月１日から５年間（60 か月）を基本とする。

ただし、予算の減額又は削除により、当該契約期間を変更又は契

約を解除することがあり得る。

（地方自治法第 234 条の３の規定に基づく長期継続契約）

（３）業務内容

ア 街路灯 LED 化に係る事前調査、施工、施工管理及び関連業務

イ リース期間中における街路灯設備の維持管理業務

（４）仕様

本業務に係る仕様については、別添「音更町十勝川温泉地区デザイン街路灯 LED

化業務仕様書」（以下「仕様書」という。）のとおり。

（５）契約方式

賃貸借契約
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（６）提案限度額

総額 3,300,000 円（消費税及び地方消費税の額を含む。）

なお、上記の金額は契約金額の限度を示すものであり、町がこの金額で契約する

ことを約束するものではない。

（７）支払条件

賃貸借契約開始後、１月ごとを基本とし、業務内容を確認の上、支払うものとす

る。

（８）対象灯数

49基 65 灯

※ 別添仕様書のとおり。

３ 履行場所

音更町十勝川温泉地区

４ 発注者及び事務局

（１）発注者 音更町

（２）事務局 音更町経済部商工観光課観光振興係

住 所：〒080-0198 北海道河東郡音更町元町２番地

電 話 番 号：0155-42-2111（内線 738）

Ｆ Ａ Ｘ：0155-42-2696

電子メール：shoukoukankouka@town.otofuke.hokkaido.jp

５ 参加資格要件

本プロポーザルに参加できる者は、仕様書等の趣旨を理解し、本業務に関する実績

と能力がある事業者で、参加表明書提出時点において、次の事項を全て満たすものと

する。

（１）日本国内に本社又は本店を置く法人事業者であること。

（２）地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しない者

であること。

（３）破産法（平成 16 年法律第 75号）第 18条又は第 19 条の規定に基づく破産手続開

始の申立てがなされていない者

（４）会社更生法（平成 14年法律第 154 号）第 17 条の規定に基づく更生手続開始の申

立てがなされていない者

（５）民事再生法（平成 11年法律第 225 号）第 21 条の規定に基づく再生手続開始の申

立てがなされていない者

（６）国税及び地方税を滞納していないこと。
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（７）町の令和７・８年度競争入札参加資格者名簿（物品等）において、品目分類のう

ち大分類「12 リース部門」、中分類「73 その他」に登録されている者であること。

（８）町の競争入札参加資格者指名停止事務処理要領に基づく指名停止措置を受けてい

ないこと。

（９）音更町暴力団の排除の推進に関する条例（平成 25 年音更町条例第１号）に基づ

く排除措置を受けていないこと。

６ スケジュール

７ 質問書の提出及び回答について

（１）提出期限

令和７年９月２日（火）午後５時必着

（２）提出先

「４ 発注者及び事務局」と同様とする。

（３）提出方法

電子メールのみとする。

なお、件名は、「【質問書の送付】音更町十勝川温泉地区デザイン街路灯 LED 化業

務（事業者名）」とし、電子メール送信後、電話で電子メールの到着確認をするこ

と。

（４）提出様式

質問書【様式３】

※ 企画提案書等の作成に関する質問に限るものとし、審査及び評価に関する質問は

一切受け付けない。

内容 スケジュール（予定）

実施要領の公表 令和７年 ８月２６日（火）

質問書の提出期限 令和７年 ９月 ２日（火）必着

質問書への回答 令和７年 ９月 ５日（金）まで

参加表明書の提出期限 令和７年 ９月 ９日（火）必着

参加資格審査結果の通知 令和７年 ９月１７日（水）まで

企画提案書の提出期限 令和７年 ９月２４日（水）必着

企画提案審査実施 令和７年１０月 ２日（木）

企画提案審査結果の通知及び公表 令和７年１０月 ６日（月）

契約の締結 令和７年１０月 上旬

事前調査及び導入計画策定 令和７年１０月 中旬

LED 化工事 令和７年１０月 下旬

賃貸借及び維持管理業務開始 令和７年１１月 １日（土）～
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（５）質問への回答

令和７年９月５日（金）までに音更町ホームページにて事業者名を伏せて掲載す

る。ただし、質問の内容によっては、回答できない場合がある。

なお、回答に対する問合せ及び異議申立ては受け付けない。

８ 参加表明書等の提出について

（１）提出期限

令和７年９月９日（火）午後５時必着

（２）提出先

上記「４ 発注者及び事務局」と同様とする。

（３）提出方法

事前に事務局へ連絡の上、持参又は郵送にて提出すること。

（４）提出書類（各１部）

ア 参加表明書【様式１】

イ 会社概要【任意様式】

所在地、直近決算の状況、従業員数、営業年数、その他について記載すること

（各社が印刷している「パンフレット」等があれば適宜添付のこと。）。

ウ 業務実績調書【任意様式】

表題に「業務実績調書」と記載し、過去５年間における地方公共団体での街路

灯 LED 化業務の実績を記載すること。

エ 業務実施体制【任意様式】

表題に「業務実施体制」と記載し、本業務実施のプロジェクト体制を記載する

こと。

また、業務フロー、スケジュール等の全体の業務計画等を添付すること。

（５）参加資格審査結果の通知

次のとおり通知する。

ア 通 知 日：令和７年９月 17日（水）まで

イ 通知様式：参加資格審査結果通知書【様式２】

ウ 通知方法：電子メール

９ 企画提案書の提出について

（１）提出期限

令和７年９月 24日（水）午後５時必着

（２）提出先

上記「４ 発注者及び事務局」と同様とする。

（３）提出方法



5 / 8

正本（紙媒体）１部、副本（紙媒体）４部を持参又は郵送により提出すること。

また、正本の電子データ（CD-R 又は DVD-R）を１部提出すること。

（４）提出書類

ア 企画提案書表紙【様式４】

イ 企画提案書添付書類【任意様式】

ウ 見積提案書【任意様式・要社印】

費目等の詳細を記載し、長期継続契約期間における賃貸借契約の総額及び賃貸

借金額の月額が記載された見積書を提出すること。合計欄には、消費税及び地方

消費税の額を含む金額を記載すること。

（５）企画提案書の要件

ア １事業者１提案とする。

イ 使用言語は日本語、通貨は日本国通貨、単位は計量法に定めるものとし、全て

横書きとする。

なお、原則としてフォントは MS 明朝 11 ポイントで統一すること。

ウ 提出書類に各々書類符号を記した表紙及び目次を付けて、A4 縦長ファイルに

左綴じし、各書類にページを付し、右端にインデックスを付けたものを５部（正

１副４）提出すること。

なお、A4判以外の様式については A4 判サイズに折り込むこと。

１０ 企画提案審査

（１）実施日時

令和７年 10 月２日（木） ※時間については、別途通知する。

（２）制限時間

30分以内（プレゼンテーション 20 分、ヒアリング 10 分）

（３）実施場所

※ 場所については、別途通知する。

（３）出席者

４名以内（出席者は最小限とする。）

（４）その他

ア 企画提案審査の順番は、町が企画提案書を受理した順番とする。

イ プレゼンテーションは、提出した企画提案書に基づいて具体的に説明すること

とし、追加での提案説明や資料配布は認めない。

ウ 企画提案審査会場には、モニター、接続用ケーブル（HDMI）及び電源のみ町が

用意する。
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１１ 企画提案書の審査及び選定方法

（１）審査会の設置

企画提案書の内容を、音更町十勝川温泉地区デザイン街路灯 LED 化業務公募型

プロポーザル審査要領（以下「審査要領」という。）に基づき審査し、最優秀提案

者を選定するため、音更町十勝川温泉地区デザイン街路灯 LED 化業務公募型プロ

ポーザル審査会（以下「審査会」という。）を設置する。

＜審査会委員＞

委員長：経済部商工観光担当部長

委 員：経済部商工観光課長、町民生活部環境生活課長

事務局：経済部商工観光課観光振興係

（２）審査及び選定方法

提案内容について、審査要領の別紙１「企画提案審査調書」に基づき審査会委

員が評価し、最優秀提案者を優先交渉権者として選定する。

なお、評価点には最低基準を設定しており、それ以上の点数を得た者がいなか

った場合は、優先交渉権者の選定は行わない。

１２ 審査結果について

（１）通知日

令和７年 10 月６日（月）

（２）通知方法

審査結果通知書【様式５】により、電子メール及び書面にて通知する。

（３）その他

ア 電話等による問合せには応じない。

イ 審査結果に対する異議を申し立てることはできない。

１３ 失格要件

次のいずれかに該当する場合は、失格とする。

（１）提案期限までに企画提案書を提出しない場合

（２）企画提案審査開始時刻までに会場に来なかった場合

（３）提出書類に虚偽の記載があった場合又は不備があった場合

（４）審査の公平性に影響を与える行為があった場合

（５）本実施要領に違反すると認められる場合

（６）「２ 業務概要（６）」に記載する提案限度額以上の見積額が提案された場合

（７）「５ 参加資格要件」を満たさなくなった場合
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１４ 賃貸借契約の締結

（１）締結の時期

令和７年 10 月上旬（予定）

（２）締結の手順

町と優先交渉権者との詳細協議の結果、双方が合意した場合は、町を発注者、優

先交渉権者を受注者とし、賃貸借契約締結の手続を行う。優先交渉権者と詳細協議

の結果、双方が合意しない場合など、契約の締結が不可能となった場合は、次点交

渉権者と詳細協議を行う。

（３）賃貸借契約の内容

実施要領及び企画提案書に基づき、受注者が遂行すべき調査、工事及び維持管理

に係る業務内容や支払方法などを定めるものとする。

また、発注者と受注者の役割と責任及び遵守事項を明確化し、相互の確認事項や

方法、時期等について明記するものとする。

１５ 留意事項

（１）提出書類に関する項目

ア 提出書類は返却しないものとする。

イ 書類提出期間終了後の変更、修正、追加及び再提出は、町から指示があった場

合を除き認めない。

ウ 提出書類は、本プロポーザルにおける事業者選定以外の目的では使用しない。

エ 電子メール等での提出に係る通信事故について、町は一切責任を負わない。

（２）プロポーザル手続及び参加条件

ア 企画提案者が 1事業者の場合でもプロポーザルを実施する。

イ 本業務は、プロポーザル方式により事業者を選定するものであるため、具体的

な工事内容は企画提案書に記載された内容を反映しつつ町との協議に基づいて

決定するものとする。

ウ 参加表明書の提出後に本プロポーザルへの参加を辞退するとき（選定後に辞退

するときも含む。）は、参加辞退届【様式６】を提出すること。

エ 企画提案者は、本プロポーザルの実施後、不知又は内容の不明を理由として、

異議を申し立てることはできないものとする。

オ 既存の高圧ナトリウムランプの撤去工事、本設備の設置工事及び維持管理にお

いて、地元電気工事業者の活用を優先的に行い、地域への経済波及効果に資する

よう配慮すること。

カ 本プロポーザル参加に要する費用は、全て企画提案者の負担とする。やむを得

ない理由により本プロポーザルが中止された場合においても、それまでに要した

費用を町に請求することはできない。
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（３）賃貸借契約に関する項目

本設備のリース開始は、令和７年 11 月１日（土）を予定しているため、これに

整合した業務計画であること。

（４）業務遂行に関する項目

ア 受注者は、本実施要領、配布資料等諸条件に沿って誠実に業務を遂行すること。

イ 業務遂行に当たり疑義が生じた場合は、発注者との間で誠意をもって協議する

こと。

ウ 本プロポーザル及び業務遂行に当たって知り得た内容は、第三者に漏らしては

ならない。

（５）契約解除及び業務中止に関する項目

ア 受注者の責に帰すべき事由により業務継続が困難となった場合又はそのおそ

れが生じた場合は、発注者は受注者に対して改善勧告を行い、期間を定めて改善

策の提出及び実施を求めることができる。この場合において、受注者が当該期間

内に改善することができなかった場合は、受注者との契約を解除することができ

るものとする。

イ 受注者が倒産し、又は受注者の財務状況が著しく悪化し、契約に基づく業務の

継続が困難と認められる場合には、受注者との契約を解除することができるもの

とする。

ウ 上記ア又はイにより契約を解除した場合は、受注者は発注者に生じた損害を賠

償しなければならない。

エ 不可効力その他発注者又は受注者の責めに帰すことができない事由により業

務の継続が困難となった場合は、発注者と受注者は業務継続の可否について協議

する。


